
  

六    労働災害

一 戦後大体増加の一途を辿つてきた労働災害は、本年に入つてようやく一つの転機に逢着したかにみえ
る。すなわち、まず労災保険の新規補償費支払件数の状況によつてこれをうかがうと、労働者の総数は
前年より八%も増加しているにもかかわらず、新規補償件数の総数は前年の六九二、二四二件に対し、
本年は五五六、二一七件と約二〇%の減少を示している。この件数は、労災補償費の支払時を基準とし
たもので、労働災害の発生時を基準としたものではないから、これを直ちにそのまま年間の労働災害発
生件数と見なすことは適当でないけれども、とにかく、本年に入つて労働災害が多少減少の傾向をたど
つていることはほゞ確実と思われる。そしてその理由としては、1)企業における安全運動への努力並び
に2)メリツト制の実施などが挙げられるであろう。(第九五表参照)

第二十三図 産莱別労動災害発生状況

第95表 産業及び年度別労働者数及び労働災害件数
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二 つぎに、対象は限定されているけれども労働基準局安全課が昨年来実施している労働災害実態調査に
よつて、本年における災害の発生状況をうかがうと、産業の範囲および調査方法に若干の差があるため
直接の比較は困難であるとしても、前年における各産業の災害率(度数率)が製造工業四〇・七四、ガス電
気水道業一三・四三、運輸通信業二四・二二建設事業一〇三・五七であつたのに対し(第九六表参照)、本
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年のそれは、製造業三三・九〇、その他の公益事業一一・七八、運輸業四〇・三四建設業九七・三六(以
上いずれも度数率の平均値)で、(第九八表参照)一部の産業を除けば大体において本年における各産業の
災害の発生率(度数率)は前年よりも下位にあると見るべきであろう。その年間の推移を見ても、一般に逐
次下降の傾向いつつあるこが看取される。

三 ただ、おなじ調査における製造業内の各産業の災害発生率(度数率)を見ると、若干の産業(たとえば食
料品製造業、製材及び木製品製造業)においては本年の災害率(度数率)は前年よりもかえつて高くなつて
いることを思わせるし(前年の食料品工業二四・六二、製材及び木製品工業五二・九二に対し、本年は食
料品製造業二九・〇五、製材及び木製品製造業六五・〇九となつている)、またその他の産業においても
災害率の減少の傾向がそれほど目立つていないものもある(たとえば煙草製造業、紡績業、衣服及び身廻
品製造業、紙および類似品製造業、機械製造業、輸送用機械器具製造業等々)。このように産業別にみ
て、当該産業の動乱後における変動の跛行性やその他の特殊事情によつてかなり異つた動きがみられ
る。

四 ちなみに、本年四月から一部の事業場に対して実施されたメリツト制の効果をあきらかにする目的を
以て労災補償課が実施した抽出調査の結果によると、調査事業場総数五三五の六八%にあたる三九八事
業場がメリツト制の実施により災害防止について関心が深まつたことを報告しており、しかもその中の
八二%にあたる三二八事業場がメリット制の実施以後災害防止について種々具体的な施策を構じたこと
を報告している。

そして、メリット制実施後の災害率(本年四月～八月間の各月末労働者数の合計に対する労災保険の給付
対象者の実人員の比率)は、前年同期の七一・〇に対して本年は四七・五とあきらかに減少の傾向を見せ
ているのである。

第96表 産業別労働者死傷災害発生度数率
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第97表 石炭鉱業における年月及び死傷別災害率及び指数
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第98表 昭和26年月及び産業標準分類別労働者死傷災害発生率
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第99表 昭和26年月及び製造業中分類別労働者死傷災害発生率
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五 しかし乍ら、さきに述べた労災保険における新規補償件数の内訳を補償の種類を基準として、死亡(葬
祭料支給件数)、永久一部労働不能(障害補償費支給件数)および一時労働不能(新規補償件数から上述二種
の件数を差引いた件数)の三種に区分して災害の程度別の状況を見てみると、上に述べた労働災害の減少
の大部分が実は一時労働不能災害(前年の六三六、〇一二件に対して本年は四九五、六五一件で二二%の
減少となつている)の減少によるものであり、これに対して、死亡災害(前年の四、七四八件に対して本年
は、四、九四二件で七%の増加となつている)および永久一部労働不能災害(前年の五一、四七三件に対し
て本年は五五、六二四件で八%の増加となつている)は、かえつて前年より増加を示していることが注目
される。

六 最後に、石炭鉱業における本年の災害発生状況を資源庁資料によつて見ると、災害の発生率は、前年
の三一・四に対し、本年は二五・八五(十月迄の災害率の平均値)で今年に入つて全体としては減少傾向に
入つたことが明らかに認められるが、さきに労災保険の新規補償件数の動きにおいて見たのと全く同様
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に、この減少が主として軽傷の減少によつてもたらされており(前年の二四・九に対し一七・五三)また、
重傷の災害率は、前年にくらべてきわめて顕著に高まつている(前年の重傷の災害率は六・四〇であつた
のに対して本年は八・一七となつている)ことが注目される。(第九七表参照)

第二十四図 戦前基準労働経済指標
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